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JDの想定運用パターン（我が国の法令上の整理）

日本の大学の「国際連
携学科／専攻」として学
部／研究科内に設置

我が国の法令上の整理では、法の「属地主義」に基づき、我が国の法の支配が及ぶ部分しか規定できない。その
意味で、我が国の法令上の整理は、JDの仕組みの一側面を投影したものとなる。そのため、JDの仕組み全体を映し
出すためには、法令上の整理のみならず、施行通知やガイドライン等による提示が必要となる。

「国際連携学科／専攻」
ごとに１人の専任教員
を配置。

当該専任教員以外は、
基となる組織の教員が
兼ねることができる。

科目群
学部：６２（-30）
院 ：１５（- 5）
単位以上

Courses
学部：３１
院 ：１０
単位以上

共同実施科目
学部：３０
院 ： ５
単位以下

法令上は、日本の大学
の教育課程の一部（科
目）と見なし、履修単位
も我が国の大学で修得
した単位として認める。

連携外国大学の教員は、
あくまで当該外国大学に
帰属する教員としての位
置づけ。
（法令上は我が国の大学
の兼任発令は求めないた
め、雇用関係は発生しな
い。）

外国の大学との二重学
籍となる。

設置認可審査において、
教員名簿の提出は求め
るが、個人調書、就任
承諾書は求めない。

JDとしては、単一の学位記を両
学長の連名で出すことに変わり
はないが、我が国の法令上は、
あくまでも、「日本の学位」とし
て位置づけとなる。

日本側
学籍

外国側
学籍

国際連携学科／専攻

（定員の内数）
※ １年次から定員設定
※連携外国大学からの学生含む

ＪＤ定員上限＝学部収容定員×２０％
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学長名
No.000
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No.000

基となる組織の施設設備
を共有することができる。

異分野間の連携ＪＤは
可能だが（例：医工）、
「異なる分野の学位」
（例：修士（工学）→修士
（医工学）の新設は不可。


